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1 .緒言
中国の経済体制の変化と女性
一一市場経済化の影響と女性労働者一一
馬 淑芹
清家彰敏
中国，旧ソ連は市場経済への移行以前は，優れた原子力，宇宙，軍事等で産
業をリードし，男女を問わない人材登用により，政府から，産業，社会におよ
ぶ計画経済下での先進的な経済体制を維持してきた。それが，市場経済の移行
とともに崩壊し，新たなる秩序を求めて破壊と創造が行われている。特に，中
国は女性の地位が共産中国で飛躍的に上昇し，その結果，世界では希有の男女
差が少ない組織を実現してきた。 90年女性人口における就職率は72.88% に達
していた（日本39.1%，米国43.1% ）。ところが，市場経済への移行とともに
女性の失業が男性を上回ることが明らかになってきた。なおかつ，女性の職位
は相対的に男性より低くなってきている。つまり，企業外における女性の失業
の問題と企業内での劣悪化する職務の遂行の双方が問題となりつつある。本研
究は中国における女性の組織内での役割を史的に考察するとともに，女性の組
織内での失業といった問題を，新たな組織組織間関係における女性の役割の
構築といった視点に昇華させ，論じる。本研究は，中国女性が，市場経済にお
いておかれている状況を分析し その結果 中国企業がどのような変化を遂げ
るかを組織と女性の視点より考察する。中国企業における研究は多く見られる
が，女性の視点での研究は極めて少ない。しかし，かつての共産中国での女性
の大きな役割を考えると，女性の状況の研究は大きな意味を持つものと考えら
れる。
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2. 研究課題
本研究は，計画経済が市場経済システムに移行する過程における女性の問題
を取り扱う，研究プロジ、エクトの一環である。事例として，中国女性が，市場
経済においておかれている状況を社会的・文化的視点で包括的・帰納的に分析
する。社会・経済体制の変化の中で，中国企業がどのような変化を遂げたか，
その中での女性と組織について考察する。市場経済化は世界的規模で起こって
おり，中国および中国企業もその 1 事例に過ぎない。さて，市場経済化におけ
る研究は多く見られるが，女性の視点での研究は極めて少ない。しかし，共産，
社会主義諸国における，市場経済化以前での女性の大きな役割を考えると，女
性の状況の研究は大きな意味を持つものと考えられる。本研究は 2 つのテーマ
で成立している。一つめは「市場経済化における企業経営と女性の失業」であ
り，女性の失業の現状および失業が企業経営と社会に与える景簿を問題とする。
二つめは「組織と女性の史的考察」であり，中国における女性の職場史を取り
上げ，モデル化，一般化をも視野に入れている口以下，研究成果をこの順に概
説する。
3. 市場経済化における企業経営と女性の失業
中国，ロシアにおいては，市場経済化の進展は急速である。この最大の影響
を受ける存在の一つが女性労働者である。特に，中国では，今後進むと考えら
れる固有企業の解体再構築が決定的に女性の職場を奪うと考えられている。
1998年まで都市部における失業者は1151万人に達した（国家労働部部長李伯
勇，『人民日報j 1998年 3 月 8 日）。また，現在，国家機関，政府部門における
潜在失業者は構成員の 3 分の1 600万人から900万人に達すると推定されている。
この点から，李伯勇氏は，特定の国有企業のにおいては，従業員を 3 分の l に
削減すれば，今までどおりに経営できる。また，ある国有企業の場合は，従業
員を半分に削減すれば経営が大幅に改善される と述べている（前出『人民
日報j ）。これは中国政府の考えを代表するものである。
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98年に，中国第 9 回人民代表大会において，国家機関を40から 29まで削減す
ることが決定された（構成員の50%削減して，「分流（配置転換） J する）。こ
れらの国家における男性を中心とした組織再構築は，多くの企業で競争力の向
上という原理のもと女性を排除する方向で行われている。その結果，女性は仕
事を奪われ，その上で家庭においては，家庭内労働は正当に評価されず，一方，
市場化による家計の悪化でより劣悪な職場での労働も強いられかねない。市場
経済化の進展とともに女子労働者の就職動機願望も変わってきた。共産中国
の女性は政治的観点での就職動機が強く支配されていた。しかし，市場経済の
発展と同時に女子労働者は就職動機が，急激に経済的観点に変化した。この変
化は男性よりはるかに急激であった。 90年代，女性は， 3 つの就職動機「自己
実現・企業社会への参加・家計への貢献J のうち「家計への貢献J を最大の関
心にせざる得ない経済的状況に追い込まれた。
長期にわたって中国政府が行ってきた「低賃金・高就業」政策は一般家庭で
は共働きでないと成立し得ない。男性一人の収入では家計が維持できないから
である。したがって，大量の女子失業者に多様な就業環境を準備する必要があ
る。倒産企業の従業員の再就職は，現在の労働市場では多くは期待できない。
今， 30歳代でも希望退職の対象となる。倒産企業の従業員の再就職は政府の
行政手段で解決されるというのが建前であるが，政府の機能にも限界があり，
失業問題に対応して，各地では職業紹介サービスセンター，職業訓練センター
を多く設置した。だが，それでも十分失業問題に対応できていない。それらの
機関を通して就業できるものは全体の20% といわれている。社会的受け皿とし
て，非固有企業を更に発展させ，それを通じて固有企業の余剰人員，倒産企業
の失業者を吸収することが一つの有効な方法であるが，それは社会的弱者にとっ
ては厳しい状況におかれる。
国家統計局と国家工商行政管理局の統計によると 1995年末現在，中国の私営
企業と個人経営企業の従業員は5569万人に達し 90年末に比べて3306万人増加
した。これは，同期間の都市部の就職者の40% に相当する。 1997年末， 6791.09
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万人に達し，非固有企業を通じて353.55万人の国有企業の余剰人員を吸収して
いた。予想によると， 2000年には，非公有企業の就職者数は全体の45% を占め
ることになる（仲華， 1996 ）。
4. 組織と女性の史的考察
[1948年以前］
外国資本の侵入が急激になった（図 1 ）。その結果民族資本の経営，都市
部労働者の生活に打撃を与えた（図 2 ' 3 ) 0 
紡績労働者数
民族資本の労働者数
外国資本の労働者数
234,540 
138 613 
95,927 
比率
59% 
41% 
図 1 全国紡績工場労働者数（『第 l 次労働年鑑』 1927年）
賃金収入 % 
夫 14.17元 43.5 
妻 5.05 15.5 
，息、 子 3.21 9.9 
娘 3.33 10.2 
その他男子 2.42 7.4 
その他女子 2.92 8.9 
賃金外収入 1.47 4.5 
計 32.57 100.0 
図 2 家族員平均収入と百分比
『中国女性史J 小野和子
支出 % 
食費 18.21元 56.0 
衣料費 3.06 9.4 
住居費 2.09 6.4 
光熱費 2.45 7.5 
雑費 6.70 20.6 
計 32.51 100.0 
図 3 各家庭平均支出と百分比
『中国女性史』小野和子
それに加えて，「軍閥戦争」によって物価は急上昇し，乱立する地方政府は
不当に高い納税義務をしいた。その結果 大量の破産農民が都市部へ流入した。
この流入によって都市部の労働者の生活はより圧迫されることになった（図 4 ）。
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年 収入 支出 収入／支出× 100
1926 100 100 100 
1927 93 104 89.4 
1928 93 113 82.3 
1929 122 135 90.3 
1930 126 142 88.7 
1931 118 152 77.6 
1932 117 154 75.9 
1933 57 108 52.7 
1934 49 106 47.2 
1935 79 121 65.3 
図 4 農民の収入・支出の指数変化
出所：『中国の社会』（ 1994)
特に男性の失業等が深刻で、，当時の男性労働者の給与は家計の43.5% ( 14.17 
元）しか占めていなかった。労働者の家計を圧迫し，労働者は家族を扶養でき
なくなり，女性は生計を助けるため外で働かざる得なくなった。女性は家庭を
守るという観念は経済的条件で成立できなかった。
女子労働者は沿海，長江流域を中心に組織化（企業）された。工業化された
上海，広東，武漢，青島等の大都市に集中された。職種は紡績業を主体とし，
労働力構成は低賃金を期待しうる社会的弱者「女工，童工（幼年労働者）」が
中心であった（図 5 ）。男女共学，女性運動にもかかわらず，男女平等の思想
は社会に受け入れられなかった。 1926年，文盲は20から 25歳の女性でも 83.4%
に達し， 40歳以上では98.9% を占めた（陳東原， 1928 ）。 劣悪な労働条件に加
え，賃金は男性の半分から 3 分の 1 であった。
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上海
武漢
男工
21.4% 
53.0% 
女工
72.9% 
42.4% 
童工
5.7% 
4.6% 
図 5 男工，女工，童工の百分比（『中国之紡績業』 1930年）
[1949年～78年］
社会主義システムの当初の意図は 政治的，倫理的魅力を伴った経済的イン
センテイブを，労働者の愛国心と共産主義的意識に置き換えることにあった。
54年に制定した憲法では「女性は政治，経済，文化，社会，家庭のあらゆる分
野で男性と同じ権利を持つ」「同一労働，同一賃金j となった。国家建設のた
めの女性を家庭から社会へ投入するとの方針のもと，女性は工場長，科学者，
パイロット，教授，船長と進出し，医師は全体の60%を女性が占めた（メイエー
ル・ s' 1995）。女性は政治，科学技術，経済，教育などあらゆる分野で男性
と比肩する活動をするよつになったのである。
56年以降国営企業が経済のほとんどの部門を全面的に支配することになった
結果， 58年末には失業は見られなくなった。労働者は仕事が保証され，職業選
択の自由は与えられていたが，失業状態でいることは社会悪とされた。
ところで，文化大革命によって自ら希望して農村，地方に出ていた青少年は，
文化大革命が終わった後，大挙して都市に戻ってきたO これは放置すれば，雇
用不安となり，大きな社会問題となったと思われる。しかし，文化大革命で政
治的意味を持たされ，農民・工場労働者からの学習と称えられた，「農村・兵
団」での「上山下郷知識青年（年齢13歳から 18歳）」の政治的・教育的活動に
彼らは再び投入された。これらは，実は潜在的失業を隠し，雇用問題を解決す
る工夫としての制度であったとも考えられる。
この時期は，女性がもっとも政治的に進出した時期であった。人民代表大会
では1975年には，「常委」の25.1 %を女性（女常委）が占めた（図 6 ）。
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[1979年～91年］
年 年次 女常委
1954年 1 5.0% 
1959 2 6.3 
1964 3 17.4 
1975 4 25.1 
1978 5 21.0 
1983 6 9.0 
1988 7 11.6 
1993 8 12.3 
図 6 人民代表大会の常委の女性比率
出所：『中国女性人口問題与発展J 1995 
この時期の初期は女性がもっとも経済に進出した。婦女連合会の幹部学校で
は85年に経営管理学の集中講義を行い，中国女性企業家協会も存在する。 88年
には50名が「優秀企業家j として表彰された。全国の企業管理者の10.7% を女
性が占めた（ 1988年）。事業化，経済的成功に関して，野心に満ちた女性が多
く登場した。図 7 によると，専門技術者の女性比82年38.3%,90年45.1% と増加
し，国家機関，企業管理者は82年の10.4% から 90年の11.6% と増加した。
女性商人，女性実業家は欧米自の先進国と対等にわたりあった。しかし，女
性エリートは数では男性に伍している事例が多いが，その地位は上位職種（管
理職）ほど低く，そのキャリア・パスは男性ほど聞かれてはいなかった（図 8)
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職業別の性別比率 男女の職業構成比率
職業別 1982年 1990年 1982年 1990年
男 女 男 女 男 女 男 女
専門技術者 61.7 38.3 54.9 45.1 5.6 4.4 5.3 5.3 
国家機関・政党機関
89.6 10.4 88.4 11.6 2.5 0.4 2.6 0.5 及び企業管理職者
事務者 77.5 24.5 74.1 25.9 1.8 0.7 2.3 1.0 
商業従事者 54.1 45.9 53.2 46.8 1.7 1.9 2.9 3.1 
サービス関係従事者 52.1 47.9 48.3 51.7 2.0 2.4 2.1 2.7 
農林・牧・漁業
53.2 46.8 52.1 47.9 67.9 77.1 66.8 75.3 労働者
生産・運輸現場
64.6 35.4 64.3 35.7 18.5 13.0 17.2 12.0 労働者
その他従業員 58.3 41.7 0.1 0.1 0.1 
図 7 中国における女性労働者の動向
出所：『中国女性人口問題与発展J 1995 
北京市の公的機関等の女性管理職 1990年度
課長クラス 43.3% 
部長クラス 11.7% 
局長クラス 12.0% 
図 8 公的機関等の管理職の女性比率
出所：『中国女性人口問題与発展』 1995
さて，この時期，女性労働者の再生産システムは徐々に失われつつあった。
この傾向は，やがて，女性エリートの再生産システムにも影響を与えることに
なる。 87年，固有工場における工場長への権限の全面委譲にともない，余剰人
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員に対し， 80%基準賃金保証（手当無しで実所得は70% ダウン）による自宅待
機が行われた。対象者には，育児中の女性が多かった。それは以下の理由で説
明できる：①中国の産休，育児休暇の給与補填は企業負担となっている（95年
から，企業従業員の「生育保険試行法」が施行されている）。②女性の退職年
齢は男性よりも 5 年から 8 年早い。③男性と比べて女性の教育レベルが相対的
に低い。労働人口15歳から54歳までの女性の中で女性労働者の大卒の比率は男
性の半分に過ぎない。
上記は，企業の女性雇用の意欲を低減させる結果となっている。共産中国以
来の社会的慣習で，中国においては社会的地位を奪われることは欧米日よりは
るかにおおきな意味を持っている。「女性の自宅待機」は，女性が職業におい
て男性に対して条件等で劣位にあることを 社会に象徴的に示すことになった。
この後，国家機関，大学，科学研究機関でも組織の再編成が次々行われ，女性
は補助的職務，サービス的職務に配置転換された。経済体制改革の進展，産業
構造の調整，多様な経済分野の発展，最先端の科学技術の導入は，職業選択と
就職ルートの変貌を促した。その結果 徐々に女性労働者を淘汰の危機へ直面
させた。欧米日との合弁事業で要求される勤務条件は，女性を排除し，男性を
中心とした労働市場へと移行させていった。ただし この状況下でも女性エリー
トの雇用環境は安定的に維持されていた。
5. 現代企業経営と女性 1992年以降
一般女性の労働者としての地位の低下は女性エリートの社会的地位へも徐々
に影響を与え始めた。市場経済の進展とともに「学問を捨てて，ビジネスマン
になる」といった風潮により，男性エリートは外資系企業 ベンチャー企業を
志向したが， 30代以上の女性エリートの多くは国家機関・政府部門を志向する
傾向が体勢であった。したがって， 7 つの理由で女性エリートの再生産システ
ムは崩壊し始めた。 1 つめは，社会的ステータスが固有企業から外資系企業へ
移動することによる女性の相対的地位の低下である（96年末現在で，中国国内
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には28万社の外資企業が設立され，従業員は1700万人に達するといわれている）。
2 つめは，図 9 のような外資企業における男女の賃金格差の存在である。ま
た，賃金の基本間格差（外資との比較）が拡大し，同時に全体的に男女の賃金
格差の拡大をもたらした。
職 務 米国 欧州 日 本
作業員 1,080 1,201 809 
技術者 2,103 1,673 1,532 
財務会計員 2,210 1 765 1,634 
管理職 2,296 2,339 1,964 
営業員 2,084 1,651 1,856 
経営者 3 500 3,500 
外資系における中国人男性の平均月収（元）
職 務 米国 欧州 日 本
作業員 983 958 772 
技術者 1,550 1,620 1,494 
財務会計員 2 138 2 069 1,238 
管理職 1,925 2,114 1 659 
営業員 1 500 2 269 1 771 
経営者 3,500 2,500 
外資系における中国人女性の平均月収（元）
図 9 外資系における男女格差の現状
出所：『中国の労務管理』 1997
3 つめは，女性労働者全体の地位の低下である。 4 つめは，一般女性の労働
者としての地位が大幅に低下したため，女性エリート以外の女性が産んだ女児
の中から選択的に女性エリートが供給されることが困難になった。 5 つめは，
女性エリート自身も家事労働等の社会的圧力をうけ，職務に専念できなくなり
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つつある。 6 つめは，女性エリート自身も将来展望で自らの女児に対して，後
継者となることを望まなくなりつつある。 7 つめは，一人っ子政策のため子供
の進学熱が極めて高くなってきた。高校，大学と猛烈な競争が行われ，経済負
担は成人の給与に相当する。その進学環境を支える存在として，家庭での女性
の役割が期待される。子供の教育に時間を取られ，女性は社会的役割から疎外
される。本来遂行可能な職能以下での女性労働への好ましからざる圧力は，経
済資源としての女性労働の浪費，非効率な使用といった経済損失につながる。
中国では「一家庭二制度」という言葉が流行している。それは，男性は外資
系企業，女性は政府機関が労働環境としては望ましいという意味である。固有
企業においては企業内での給与差は極めて小さい。それに対して外資系企業の
調査では一般従業員間でも 16.2倍，管理者間では60.33倍の差があった（富山
県， 1997）。また，図10, 11, 12の北京市の調査でもこの差が示されている。
北京平均年収11,000元
100%外資企業 最高年収 最低年収 平均年収
財務経理 380,000元 65,000元 156,250元
財務主管 169,000 42,320 80,146 
一般財務人員 87,000 27 600 44,894 
人事経理 136,552 66,760 112, 771 
人事主管 110,800 54,000 72,814 
一般人事職員 46,033 31,000 36,490 
人民日報海外版1998年 5 月 7 日
図10 100%外資企業の中国人社員の賃金水準
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北京平均年収11,000元
合併企業 最高年収 最低年収 平均年収
財務経理 185,577元 41,256元 78,482元
財務主管 103,610 28 273 52,222 
一般財務人員 62,320 16,510 34,300 
人事経理 197 ,080 42,510 98,825 
人事主管 105,588 31,160 57 ,553 
一般人事職員 49,580 11,598 30,512 
人民日報海外版1998年 5 月 7 日
図11 合弁企業の中国人社員の賃金収入
北京平均年収11,000元
駐在事務所 最高年収 最低年収 平均年収
財務経理 290,000元 108,000元 164,814元
財務主管 169,000 42,320 80, 726 
一般財務人員 87,000 30,116 48 526 
人事経理 136,652 66 760 100,092 
人事主管 110,800 54,000 71,348 
一般人事職員 46,100 31,000 38,479 
人民日報海外版1998年 5 月 7 日
図12 駐在事務所の中国入社員の賃金収入
男性は極めて社会的な成功を収める可能性が高い職種が望まれ，女性は家計
を支援する安定的な職業が求められ，その職業の内容，特に専門性等は期待し
えない。女性は共産中国で果たした社会的な大きな役割治、ら排除される傾向に
ある。多くの女性は その結果 自らの女児に対して 古典的役割を期待する
傾向が強まっている。したがって，社会，企業において指導的役割を果たす女
性の再生産が起こらなくなっている。女性の失業，社会的地位の低下，家庭労
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働の負荷の増加，女児より男児への傾斜的教育投資の実施，再度女性の社会的
地位の低下といった悪循環が起こりつつある。このまま進めば，経済的に女性
の社会進出を可能にした共産中国の遺産は失われ，中国は社会的資源「女性j
を経済で失うことになり兼ねない。
女性エリートたちは自らの就業機会を減少させている。そして，また，その
後継者たちは就業初期にその機会を奪われつつある。再生産システムは崩壊を
始めたのである。象徴的なのは，国営企業の多くは，男性エリートが外資系企
業へ転職し， 40代以上の女性エリートを中心に運営されているといった状況で
ある。これら女性エリートの後継者の多くは，現在外資系企業の秘書，財務を
希望する傾向にある。その基準はかつての共産中国における「国家を建設する
女性」ではなく， “女性らしい”女性である。現在の中国では男女を問わず，
職業選択の基準は給料が第 1 で，第 2 が職種という順になっている（図13 ）。
年
1984年
1985 
1986 
1987 
1988 
1989 
1990 
1991 
1992 
1993 
1994 
国有経済単位
2,767万人
2,910 
3,057 
3,203 
3,339 
3,422 
3,540 
3,679 
3,781 
3,838 
3,868 
その他経済単位
18万人
20 
26 
35 
48 
67 
84 
113 
147 
255 
358 
「その他経済単位」は
外資企業・私営企業を
中心とする。
出所：
『中国労働統計年鑑J
1995年
図13 外資系・私営企業の女性の増加
外資系企業の秘書はこの条件を満たしている。一連の株式等での金融自由化で，
男女とも証券会社への就職希望が多い。図14を見れば，金融業従事者は78年16
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万人から94年103万人へと急増している。
年 金融保険業 国家機関・政党社会団体
1978年 16万人 65万人
1980 26 79 
1983 34 106 
1984 38 124 
1985 42 136 
1986 47 149 
1987 52 158 
1988 61 166 
1989 66 179 
1990 70 191 
1991 76 207 
1992 83 215 
1993 92 233 
1994 103 227 
図14 金融保険業への女性の就職傾向
出所：『中国労働統計年鑑J 1995 
一方，少数ではあるが市場経済の順機能に適応的に行動できる女性も増えて
いる。 97年で私有企業における資本金五百万元以上あるいは500人以上雇用す
る企業のうち女性社長は32% を占めた（安賓冬， 1997）。女性聞の能力，給与
の差が顕著になり，二極化といった格差が目立つようになってきている。
6. 史的総括
上記の経済的視点に加えて，文化的・社会的側面も考慮し中国の組織内女性
の史的総括を行い図15を作成した。
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体制 政治地位 教育 法律 経済地位 家庭地位 観念
自給自足 参政権が 90%以 憲法で認 家計の援助 隷属関係 男尊
システム ない 上の女 められた のため外で で社会的 女卑
第 性は文 権利が不 働かざる得 地位が極半植民地 政治参加 盲 平等 ない 端に低い
のための 男女別 （包身工制段 市場経済 集会の禁 教育 相続権・ ＝債務奴隷階 止 所有権が で使役）
48 
高等教 ない
年 育での 経済的自立
ま 非専門 女性保護 カfできない的教養 法がないで 教育 就職率が低
く、賃金格
差が大きい
計画経済 女性の天 教育を 憲法で男 経済自立が 男女別姓 男女
第 システム の半分を 受ける 女平等の 実現 平等
2 
支える 権利の 保障
段 男女同権 保障 男女同一 一面では
階 参政権 中華人民 労働・賃金 男性を上男女 共和国労 回った。
49 
女性の男 士／ヒ、主1全 働保険条 50年代の末
年 性化 例の公布 には失業者義務 が無くなっ
78 
選挙はな 教育 憲法発布 た。
年 く指名制 完全雇用であった 大学入
試中止
図15- 1 中国における女子労働者の権利と役割の変遷－ 1
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体制 政治地位 教育 法律 経済地位 家庭地位 観念
混合経済 低迷 大学制 経済に関 女性エリー 女性の家 男性は
第 システム 1983年に 度復活 する法律 トの急激な 庭地位の 外を司
3 女性の政 の不適合 経済的進出 低下と動 どり
段 治家・官 が明らか と同時に工 t岳 女性は
階 僚の比率 になった 坂長責任売リ・ 内を司
が最低に 請負制によ どる
79 なった。 憲法での る自宅待機
年 女性の権 の対象とし 古典的
選挙制度 利が私有 ての女性 男女観
91 の実施 企業では 女性は下位 の復興
年 守られな 職種が多い
くなった
市場経済 女性の政 高等教 労働法・ 失業の比率 男子に権 2 極化
システム 治参加政 育を受 婦女権益 の急速な増 限が移行
第 治家・官 ける女 保障法の 加 し、専業 男女の
4 僚での女 子の比 制定で働 主婦の登 相違を段 性比率の 率はま く女性の 賃金の資本 場 認め、階 高まった だ低い 権利が保 間格差（外 協動的
92 
が、男性 障された 資比較） 失業・
年 にはまだ 大学生 賃金の向性 競争的及ぱなしL の 問、異性問 発展を
現 女性の参 女性比 格差の拡大 図ろう
在 加の質が 36.4% 金融業への とする。
低し＇ o 院生 女性の急激
27.6% な進出
図15- 2 中国における女子労働者の権利と役割の変選－ 2
7. 政府の産業組織論的政策対応
上記の女性史における認識および女性の失業の現状は 中国政府にも大きな
政策課題となってきている。国際的にも，今後女性の地位の問題と失業は大き
な関心を呼ぶ可能性が高い。この問題の解決は，産業組織論的視点を中国政府
に要求すると思われるが，中国政府は以下の施策を打出している。
中国政府は，国際状況も考慮して国連に「中華人民共和国における“女性の
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地位向上のためのナイロビ宣言”を実施する国家報告」を報告している。
以下は強調された重要政策である。
1 ）産業構造調整して女性の就業機会を増やし， 2000年に失業率を男性と同水
準にする。
2 ）就職，入試に関して女性差別をしない。男女の就業機会均等を目指す。
3 ）男女同一賃金化
4 ）高いレベルの職業を増やし，女性の高い地位の職業への就業機会を増やす。
5 ）男女対等に家事労働を負担することを男性に提案する。職業女性の家事負
担を減らす。
その他，政策決定は常に男女差別がないことを前提に行う。
さて，中国等の市場化が急進展する国家においては，研究，教育，医療といっ
た社会教育，厚生といった職業への関心が薄れ，その給与水準かビジネス等よ
りかなり低いこともあいまって，優れた人材が供給されない傾向がある。しか
し，このような職業は欧米日では極めて社会的地位，給与水準が高い。このよ
うな状況において，国家がこれらの職業への雇用を支援する事は妥当性をもっ
ていると思われる。
第 4 回世界婦女大会で”行動綱領”が発議され，立法機関と意思決定機関に
おいて，女性の比率が30% を占めることが目標となった。 97年現在における中
国の女性国会議員の比率は21% ，世界169 カ国のうちで16番目となっている
( 1 位スウェーデン40.4% 液 125位日本4.6% ）。
しかし，図16のような教育レベルの男女差は，むしろ公的機関のほうが大き
い。女性の教育レベルを上げるとともに，高学歴女性の雇用に，大きな関心を
払う必要があると思われる。
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企業における管理職 公務員等の管理者
項 日
男 女 男 女
博 士 調査人員 92人 22人 231人 33人
修 士 男女比率 80.7% 19.3% 87.5% 12.5% 
調査人員 6.123人 1,786人 6,099人 1,661人
ご民子,_ 士
男女比率 77.4% 22.6% 78.6% 21.4% 
短期大学 調査人員 10,799人 5,574人 17 ,811人 6,558人
式－；－－丈 男女比率 66.0% 34.0% 73 .1% 26.9% 
図16 企業と公務関係における管理職の男女の学歴格差（ 1994年）
出所：『中国労務統計年鑑』 1995
また，北京市では，市の労働者支援策として， 35歳以上の失業あるいは自宅
待機の女性（男性は40歳以上）を採用し， 2 年以上雇用すれば，一時的補助金
として， 2000元， 3000元が企業に支給されることになった。また，新企業を創
設する際，失業あるいは自宅待機の労働者を全従業員の60%以上雇用すれば，
3 年間の所得税免除措置がとられる，ことになった。
2000年まで，同じく北京市は，毎年失業保険基金から 500万から 1000万元を
支出して，これを第三次産業で今後発展すると予想される旅行業，商業，サー
ビス業，不動産業へ融資し，新たな雇用を創設することを考えている。これら
の職業は女性の就業する率が非常に高いものである。
8. 結語「共産国家等の市場経済化過程と女性j に関する一般化
中国は，女性の能力を発揮させてきた実績をもっている世界で数少ない国家
である。男性がビジネスマンを志向している状況を，逆に利用し，このような
職業に女性を多く雇用したと考えてみよう。やがて中国経済が安定し，欧米目
的な社会システムに移行すると仮定すれば これらの職業の女性は高い地位と
給与が約束されると考えられる。国家政策として，産業組織論的に長期的な視
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野で上記の政策を行うことは意味を持つかもしれない。この問題は，共産国家
の市場経済化に共通で，中国以外のロシア，東欧にも同様の傾向を示している。
本稿は、組織学会研究発表大会（慶応大学， HlO. 6. 6）を発展構造化させ
たものである。従来欠けていた女性の視点での中国経済，企業行動への問題提
起を試みた。
注
※女性議員の割合が高いのは北欧やヨーロッパの一部。これらの国々では，クォータ制を導入
している。
クォータ制は選挙の立候補者や国の審議人の人数などで男性，女性どちらにも偏らない比率
を決める方法である。
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